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鹿屋体育大学ハラスメント防止等に関する規則 

 

                             平成１６年 ４ 月 １ 日 

                            規  則  第 ３３ 号 

                        改正 平成１９年 ３月２２日 

規  則  第 ３４ 号 

平成２０年 ７ 月２５日 

                            規  則  第 １９ 号 

                            平成２３年 ９ 月 １ 日 

                           規  則  第 ２２ 号 

                            平成２４年 ６ 月 ４ 日 

                           規  則  第  ８  号 

平成２８年 ３ 月２８日  

規  則  第 １６ 号  

令和 ２ 年 ６ 月 ８ 日 

規  則  第 ８ 号 

令和 ５ 年１２月１２日 

規  則  第 ２９ 号 

 

鹿屋体育大学セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する規則（平成 11 年 3 月 23 日

規則第 5 号）の全部を改正する。 

 

（目的） 

第１条 この規則は、鹿屋体育大学（以下「本学」という。）の学生及び職員並びに本学

と関係を有する者の一人ひとりが相互に個人として尊重され、快適な環境のもとでの

修学及び就業を保障するため、ハラスメント及び性暴力等（以下「ハラスメント等」

という。）の防止、排除及びハラスメント等に起因する問題が生じた場合の対応につ

いて、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規則において、「ハラスメント」とは、 次の各号に掲げるハラスメントの

総称をいい、その用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

  (1) セクシュアル・ハラスメント 

   職員又は学生が他の職員、学生若しくは委託業者等、本学と教育・研究上又は業

務上の関係等を有する者（以下「関係者」という。）に対して行う、性的な性質の不

適切な言動 

  (2) アカデミック・ハラスメント 

   職員が教育・研究上の地位又は権限を不当に利用して他の職員又は学生に対して

行う研究上、教育上又は修学上の不適切な言動 

  (3) パワー・ハラスメント 

   職員又は学生が就業上・修学上の地位、権限、知識等の優越的な関係を背景とし

て他の職員、学生若しくは関係者に対して行う不適切な言動 
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(4) 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント 

職員又は学生が他の職員、学生若しくは関係者に対して行う妊娠・出産（不妊治 

療を含む）又は育児・介護休業等に関する否定的な言動（単なる自らの意思表明は除

く。） 

(5) その他のハラスメント 

    職員、学生又は関係者による前各号に類する不適切な言動 

２ この規則において、「性暴力等」とは「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等 

 に関する法律」（令和３年法律第５７号）第２条第３項各号において「児童生徒性暴力 

 等」として定められる行為と同等の行為をいう。 

３ ハラスメント等に起因する問題とは、次に掲げることをいう。 

  (1) ハラスメント等のため、職員の就業上又は学生の修学上の環境が害されること。 

  (2) ハラスメント等への対応により、職員の就業上又は学生の修学上で不利益を受け

ること又は精神的・身体的自由を侵害されること。 

 

 （適用範囲） 

第３条 この規則は、本学における学生（科目等履修生、研究生等を含む。以下同じ。）

及び職員（非常勤職員、派遣職員等を含む。以下同じ。）並びに関係者（以下「構成

員」という。）に適用する。 

 

（責務） 

第４条 学長は、第１条の目的を達成するため、ハラスメント等の防止及び排除に関し、

必要な措置を講ずるとともに、ハラスメント等が発生した場合には、必要な措置を迅

速かつ適切に講じなければならない。 

２ 構成員は、次条第１項に規定する指針（以下「ガイドライン」という。）の定めると

ころにより、ハラスメント等をしないように各人がその言動に十分注意しなければな

らない。 

３ 構成員のうち、学生に対し教育指導する立場にある者及び職員を管理・監督する地

位にある者は、日常の指導等により、ハラスメント等が起こらないように注意を促す

とともに、ハラスメント等が発生した場合にはこの規則の定めるところに従い、直ち

に第６条に規定するハラスメント防止専門委員会の委員長に報告しなければならな

い。 

 

 （構成員に対する指針及び啓発） 

第５条 学長は、前条第１項の責務を達成するために、構成員が認識すべきハラスメン

ト等の具体的内容を例示するとともに、ハラスメント等が発生した場合における処置、

対策等についてガイドラインを定めるものとする。 

２ 学長は、前項のガイドラインを構成員に対して周知徹底するとともに、啓発活動を

行うものとする。 

 

（ハラスメント防止専門委員会の設置） 

第６条 本学に、ハラスメント等の防止及び排除、並びに問題が発生した場合の迅速か

つ適切な措置を講じるために、ハラスメント防止専門委員会（以下「防止専門委員会」
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という。）を置く。 

２ 防止専門委員会に関する必要な事項は、別に定める。 

 （苦情相談の対応） 

第７条 構成員からのハラスメント等に関する苦情の申出及び相談（以下「苦情相談」

という。）に対応するために、次に掲げる者を相談員として置くものとする。 

 (1) 副学長又は学長補佐から学長が指名した者 

 (2) 職員のうち教員から学長が指名した者 

 (3) 学生課副課長及び総務課副課長 

 (4) 職員のうち事務系職員から学長が指名した者（前号の者を除く。） 

 (5) 学長が指名した学外の専門家 

２ 学長は、相談員の氏名・所属等を構成員に周知しなければならない。 

３ 構成員からの苦情相談は、相談員が受け付けるものとする。この場合において、苦

情相談を受けた相談員は、苦情相談を申し出た者（以下「苦情相談者」という。）の

意向を尊重し、他の相談員（苦情相談者が特定の相談員を指名する場合は、その指名

する相談員）と共同して、苦情相談者等の名誉及び人権並びにプライバシーに十分配

慮して、事案の対処に当たるものとする。 

４ 苦情相談を受けた相談員は、事実関係等の聴取を行い、苦情相談者に対して適切な

助言、指導、調整等により相談者の救済措置に努めるとともに、相談記録を作成する

ものとする。 

５ 相談員は、苦情相談に関し、その事実確認、救済措置等が困難であると判断したと

きは、苦情相談者の了解を得たうえで、防止専門委員会委員長にその旨を報告し、調

査委員会の設置を要請するものとする。 

６ 前項の規定により調査委員会の設置の要請を受けた防止専門委員会委員長は、すみ

やかに調査委員会を設置するものとする。 

７ 防止専門委員会委員長は、前項に規定する場合のほか、必要に応じて調査委員会を

設置できるものとする。 

 

 （事案の移送） 

第７条の２ ハラスメント等が本学学生間に起こった場合、防止専門委員会は、学生委

員会又は関係の委員会と協議の上、当該事案を学生委員会又は関係の委員会に移送す

ることができる。 

 

 （調査委員会） 

第８条 第７条第６項又は第７項の規定により設置される調査委員会は、次の各号に掲

げる者をもって組織する。 

 (1) 防止専門委員会委員長 

 (2) 防止専門委員会から選出された委員 

 (3) 相談員のうちから防止専門委員会が選出した者（ただし、相談員からの報告を受 

けて調査委員会が設置された場合は、当該相談員とする。） 

 (4) 第１号から前号までのほか、委員長が必要と判断した場合は、委員長が指名する 

者又は学外の専門家を委員に加えることができる。 

２ 調査委員会は、当該事案に係る調査を行い、調査結果及び対策として適当と思われ
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る措置をまとめた報告書（以下「報告書」という。）を遅滞なく作成し、防止専門委

員会に報告しなければならない。 

３ 防止専門委員会委員長は、前項の報告書の内容について、防止専門委員会の同意を

得なければならない。 

４ 防止専門委員会委員長は、前項の規定により同意を得た報告書を学長に提出するも

のとし、就業規則又は学則に基づく処分等を要する場合には、その要請手続きを執る

ものとする。 

５ 防止専門委員会委員長は、防止専門委員会の同意を得て、すべての苦情相談につき、

その受付から最終措置に至るまでの記録をまとめて、学長に提出しなければならない。 

６ 調査委員会の運営等に関し必要な事項は別に定める。 

 

 （ハラスメント等に対する措置等） 

第９条 前条第４項の規定により報告を受けた学長は、その報告書の内容に応じて必要

と認められる場合には就業規則又は学則に従い加害者に対して処分を行い、又は環境

の改善を行う必要があると認められる場合には必要な措置を講ずるものとする。 

 

 （調査への協力） 

第１０条 相談員又は調査委員会から調査の協力を求められた者は、虚偽の申立て又は

証言をしてはならない。 

 

 （守秘義務） 

第１１条 防止専門委員会委員及び相談員その他苦情相談に関わった者は、当該苦情相

談の対応を通じて知り得た内容を他に漏らしてはならない。 

 

 （不利益取扱いの禁止） 

第１２条 構成員は、ハラスメント等に関する苦情相談、当該苦情相談に係る調査への

協力その他ハラスメント等に関し正当な対応をした者に対し、そのことをもって不利

益な取扱いをしてはならない。 

 

 （報復、脅迫等の禁止） 

第１３条 構成員は、報復、脅迫等の行為により第７条各項に規定する苦情相談の対応

及び第１０条に規定する調査への協力を妨げてはならない。 

 

（本学以外の者から受けたハラスメント等に対する規定の準用） 

第１４条 前条までの規定は、本学構成員が本学以外の構成員等から受けたハラスメン 

 ト等に係る苦情相談及びその対応等に準用する。 

 

 （雑則） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は防止専門委員会の議を経て、学

長が定める。 
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附 則 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則（平１９．３．２２規則第３４号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則（平２０．７．２５規則第１９号） 

この規則は、平成２０年７月２５日から施行する。 

 

附 則（平２３．９．１規則第２２号） 

この規則は、平成２３年９月１日から施行する。 

 

附 則（平２４．６．４規則第８号） 

この規則は、平成２４年７月１日から施行する。 

 

附 則（平２８．３．２８規則第１６号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（令２．６．８規則第８号） 

 この規則は、令和２年６月８日から施行し、令和２年６月１日から適用する。 

 

附 則（令５．１２．１２規則第２９号） 

１．この規則は、令和５年１２月１２日から施行する。 

２．鹿屋体育大学セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する指針（平成１１年３

月２３日教授会決定）は廃止する。 


